
障害福祉サービス事業者等に対する指導監査について 

福祉政策課 指導監査グループ 

はじめに 

福祉政策課では、「豊橋市障害福祉サービス事業者等指導及び監査実施要綱」に基づき、障害福祉サ

ービス事業者等に対して実地指導等を行っています。事業者の皆様におかれましては、実地指導を行う

旨の連絡があった場合はご対応頂くようお願いします。ここでは、最近の実地指導の指摘事項や留意事

項等をお示ししていますので、自主的な改善のための一助として頂くようお願いします。 

また、過去には本市内においても、指定取消等の行政処分に至る事案が発生しています。福祉政策課

では、不正事案等を未然に防止するための業務管理体制の整備状況について、所管事業者に対し確認検

査を行っています。法令遵守の取り組みを併せて進めて頂くようお願いします。 

 

１.実地指導・監査とは 

 

【実地指導】 

目 的 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合

支援法）及び児童福祉法に基づき、障害福祉サービス事業者等が、法令等に

則り、適正な事業運営を実施することができるよう指導助言し、事業の適正

かつ円滑な運営の確保を図る。 

対 象 

・障害者支援施設 

・障害福祉サービス事業所 

・相談支援事業所 

・障害児通所支援事業所 

頻 度 

原則３年に１回 

※頻度は目安です。苦情・通報等によるもの、過去の基準違反等について特に改善状況の確認

が必要な場合などは随時実施します。 

【監査】 

目 的 

事業者等の自立支援給付等対象サービスの内容または自立支援給付等に係

る費用の請求に関し不正等が疑われる場合に、速やかに事実関係を明らか

にし、公正かつ適切な措置をとる。 

対 象 

以下の内容が疑われる事業者等 

・不正請求 

・利用者等からの苦情等が確認され、虐待や不適切な処遇が行われている。 

・実地指導等で再三の指導にもかかわらず、改善がみられない。 

処 分 
不正内容の状況等により、指定取消、指定の効力停止（全部・一部）、改善

命令、改善勧告、報酬返還命令などを行う。 

 

 



２.令和４年度指導実績 

 サービス種類 事業所数 計画数 実施数 文書指摘数 口頭指摘数 

介

護

給

付

費 

居宅介護 47 18 20 20 20 

重度訪問介護 45 18 19 8 10 

行動援護 8 3 4 6 2 

同行援護 22 7 7 7 1 

重度障害者包括支援 0 0 0 0 0 

生活介護 39 13 15 32 32 

短期入所 21 8 8 9 15 

療養介護 1 0 0 0 0 

施設入所支援 5 3 3 5 7 

訓

練

等

給

付

費 

自立訓練（機能訓練） 2 2 1 0 0 

自立訓練（生活訓練） 3 2 1 0 0 

宿泊型自立訓練 1 0 0 0 0 

就労移行支援 13 0 0 0 0 

就労継続支援Ａ型 12 1 2 7 7 

就労継続支援Ｂ型 48 10 12 28 41 

就労定着支援 4 0 0 0 0 

自立生活援助 1 0 0 0 0 

共同生活援助 42 9 10 22 21 

 小計 314 94 102 144 156 

相

談

支

援 

計画相談支援 26 7 6 5 8 

地域移行支援 18 5 5 3 4 

地域定着支援 18 5 5 3 4 

障害児相談支援 28 8 7 5 8 

 小計 90 25 23 16 24 

障

害

児

通

所 

児童発達支援 32 13 14 21 20 

放課後等デイサービス 63 19 16 29 21 

居宅訪問型児童発達支援 2 1 1 1 2 

保育所等訪問支援 7 3 3 2 6 

 小計 104 36 34 53 49 

 合計 508 155 159 213 229 

※事業所数は令和 4年 4月 1日現在、実施数・指摘数は令和 5年 3月 1日時点 

 

 

 



◇基準別指摘件数 

文書指摘  口頭指摘 

基準 件数  基準 件数 

人員基準 6  人員基準 11 

設備基準 0  設備基準 0 

運営基準 182  運営基準 194 

報酬 25  報酬 24 

合計 213  合計 229 

※文書指摘、口頭指摘数は、令和 5年 3月 1日時点 

※文書指摘：基準違反が認められ改善状況報告を求めたもの 

※口頭指摘：文書指摘には至らない軽微な違反のもの 

 

３.主な文書指摘及び留意事項（※参考のため、過年度の実地指導の内容も一部含まれています。） 

 

≪人員基準≫ 

●人員基準上または報酬算定上配置するべき従業者の員数が不足している。 

●サービス提供の時間帯を通じて配置するべき職種の従業者を配置できていない。 

→勤務実績で人員基準上・報酬算定上必要な職員数を配置しているか毎月確認をしてください。 

常勤換算の計算には超過勤務時間を含めることができません（常勤職員の通常勤務時間が上

限）。 

人員基準を満たさない場合等は速やかに報告・相談をしてください。 

※違反状態が継続しているにも関わらず減算を行わない、基準を満たさない報酬を継続して算定

している場合、不正請求とみなし、行政処分等の対象となる場合があります。 

 

 

≪運営基準≫ 

●身体拘束等の適正化のための取組が適切に行われていない。 

→身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催し（少なくとも年１回以上）、

結果について従業者への周知徹底を図ってください。 

→身体拘束等の適正化のための指針を整備してください。 

→身体拘束等の適正化のための研修（年１回以上、新規採用時には必ず）を行ってください。 

（※いずれかに該当する事実が生じた場合、令和５年４月からは減算となります）。 

 

●法人代表等が人員基準上必要な職種に従事する場合で、勤務状況の分かる出勤簿等を残していない。 

●資格要件を満たすことの分かる書類が保管されていない。 

→役員、嘱託医等を含め、人員基準上・報酬算定上必要となる職員の出勤状況が分かるものを備え

てください。また、有資格者の改姓があった場合は、書き換えを行うか、その内容が分かる公的

書類を備えてください。 



●利用定員内を超えてサービスの提供を行っている（災害や虐待等の事情がある場合を除く）。 

→減算に該当しなければ、定員以上の利用者を受け入れて良いわけではありません。 

そのため、 

①定員を超える曜日の新規受け入れの停止、②利用人数の少ない曜日への変更調整、③利用定員

を増やす等の検討をして下さい。 

※定員を超えた受入れは人員配置や設備のうえで支障をきたす可能性もあり、事故等の危険性が

高まります。 

 

●報酬改定等の重要事項説明書の内容変更を利用者に説明して同意を得ていない。 

→重要事項説明書の記載項目に漏れがないか確認をしてください。 

(ex.第三者評価の実施状況・事故発生時の対応） 

→重要事項説明書の内容に変更があった場合は利用者に説明して同意を得てください。 

(ex.ベースアップ等支援加算等） 

→運営規程と重要事項説明書は整合性を図るようにしてください（営業日、営業時間など）。 

 

●計画作成後に定期的に実施状況の把握や評価を行い、必要に応じて計画の変更をしていない。 

→個別支援計画に係る一連の業務を適正に行ってください。 

・サービス等利用計画（障害児支援利用計画）、個別支援計画に基づくサービスの提供を行い、

定期的に実施状況の把握や評価を行い、計画の見直しを行う。また、その記録を残す。 

・個別支援計画には、生活に関する意向、総合的な支援の方針などを位置付ける、等。 

 

●契約の締結、変更、終了時に受給者証記載事項を市に対し遅滞なく報告していない。 

→「契約内容報告書」を市障害福祉課へ提出してください。 

 

●国保連合会から報酬の支払いを受けた際に利用者にその額を通知していない。 

→「代理受領通知書」を発行し利用者に給付額を通知してください。 

 

●従業者の資質の向上のために職員研修を実施できていない。 

→サービスの質向上等のため、職員研修（内部・外部）等を計画的に実施してください。 

※Web研修等の活用も検討して下さい。 

 

●事故報告を行っていない。 

→利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、豊橋市、関係市町村、利用者家族

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じてください。 

※詳細は豊橋市障害福祉課 HP 

「障害福祉サービス事業者等における事故発生時の報告の取扱い（標準例）」参照 

なお、ヒヤリハットについては記録を充実させるように努め、改善に活かしてください。 

 



≪報酬≫ 

●基本報酬の算定区分を誤って算定している。 

  →就労系サービスの算定区分に関する届出書は、根拠資料に基づき誤りの無いように記載してくだ

さい。なお、実地指導において当該根拠資料の確認を行う場合があります。 

 

●加算の要件を満たしていないのに算定している。 

→算定要件についての理解を深めるとともに、算定時に要件を満たしているかその都度確認を行っ

てください。また、算定要件の根拠資料を適切に残してください。 

 

【訪問系サービス】 

・特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件のひとつである、居宅介護従事者の総数のうち介護福祉士の占

める割合等の 1月あたりの実績の平均を計算するための書類を整備しておくこと。 

・初回加算を算定する場合で、サービス提供責任者が、他の従業者が初回若しくは初回のサービス

提供を行った日の属する月にサービス提供を行った際に同行する場合は、同行したことがわかる

記録を適切に残すこと。 

 

【日中活動系サービス】 

・欠席時対応加算は、サービスの利用予定日に急病等で中止した場合（前々日、前日または当日に

連絡があった場合）に、利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合に算定すること。 

→急病等による欠席が算定対象となるため、予め把握できるような休み（定期受診等）について

は、把握するよう努めて下さい。 

・送迎加算の適切な算定のため、送迎記録を適切に作成し請求回数との整合性を図ること。 

・人員配置体制加算は、直接処遇職員の配置が基準の割合を満たしていることを勤務実績で確認す

ること。 

 

【共同生活援助】 

・帰宅時支援加算は、利用者が帰省している間の生活状況等を家族等との連携を十分図ることによ

り把握し、記録すること（連絡帳に保護者に帰省中の様子を書いてもらうのみでは算定不可）。 

・夜間支援等体制加算（Ⅰ）で、夜勤を行う夜間支援従業者を適切に配置すること。また、個々の

利用者ごとに夜間支援の内容を個別支援計画に位置付けること。 

 

【相談支援】 

・サービス担当者会議実施加算は、出席者、開催日時、検討内容の要旨や対応方針に関する記録を

作成すること。 

・サービス提供時モニタリング加算は、サービス提供場面を直接確認してサービスの提供状況を詳

細に把握し記録を作成すること。 

 

 



【障害児通所】 

・欠席時対応加算、送迎加算については、上記【日中活動系サービス】参照。 

・児童指導員等加配加算は、給付費算定に必要となる従業員の員数（専門的支援加算を算定する場

合はそれに必要な員数を含む）に加えて、児童指導員等を 1名以上配置すること。 

・専門的支援加算は、給付費算定に必要となる従業員の員数（児童指導員等加配加算を算定する場

合はそれに必要な員数を含む）に加えて、理学療法士等を 1名以上配置すること。 

 

●適切に減算を行っていない。 

  →減算要件に該当する場合は、速やかに届出の上、減算を適用して下さい。 

【生活介護】 

・看護師等により利用者の健康状態の把握や健康相談等が実施され、必要に応じ医療機関への通院

等により対応することを前提として医師を配置しないこととする場合は減算すること。 

→嘱託医契約を結んでいるだけで、実際に事業所に訪問を行っていない場合も減算に該当します。 

 

４．サービス別留意事項 

 

【就労系サービス】 

●就労継続支援Ｂ型は、生産活動に係る事業の収入から、生産活動に係る事業に必要な経費を控除した

額に相当する金額を工賃として支払う。 

→自立支援給付費を工賃に充てることは認められません。 

●就労継続支援Ａ型は、生産活動に係る事業の収入から、生産活動に係る事業に必要な経費を控除した

額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるようにする。 

→上記を満たせない場合、豊橋市へ経営改善計画の提出が必要となります。 

 

【相談支援】 

●サービス利用支援費の算定要件について再度確認を行う（以下①～④の基準を満たすこと）。 

  ※障害福祉課へサービス等利用計画を提出した月にサービス利用支援費が算定されます。 

①サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅等への訪問による利用者

及びその家族への面接等 

②サービス等利用計画案の利用者又はその家族への説明並びに利用者又は障害児の保護者の文書によ

る同意 

③サービス等利用計画案及びサービス等利用計画の利用者又は障害児の保護者及び担当者への交付 

④サービス担当者会議の開催等による担当者への説明及び専門的な意見の聴取 

 

●適切なサービス等利用計画（障害児支援利用計画）の作成等を行う。 

・サービス等利用計画（障害児支援利用計画）の作成にあたっては、必ずサービス担当者会議を開催し

適切な手順を踏んだ計画の作成を行う。 



・サービス等利用計画（障害児支援利用計画）は利用者等の同意を得たうえで、利用者及び関係者に交

付する。 

 

【障害児通所】 

●定員を遵守する。 

・減算に該当しなければ、定員以上の利用者を受けて良いわけではないことに留意する。 

→定員を超えた受入れは人員配置や設備のうえで支障をきたす可能性もあり、事故等の危険性が高

まります。 

●人員配置を適切に行う。 

・サービス提供時間帯を通じて、日々の利用人数に応じた有資格者が配置できているか確認を行う。 

→例えば、当日の利用者数が 10までの児童発達支援、放課後等デイサービスの場合、サービスを

提供する時間帯を通じて児童指導員又は保育士が２人以上必要となり、そのうち１人以上は常勤

者である必要があります。 

・児童指導員等加配加算、専門的支援加算を算定する場合は、毎月実績で必要な加配人数の配置確認を

行う。 

→実際の受入人数に対して必要な加配人数を配置していないと算定できません。 

（定員超過日には人員基準上の配置数も多く必要となるため特に注意が必要） 

 

５.令和３年度報酬改定における主な変更事項  

 

新たな基準への対応をお願いします。 

猶予期間があるものは対応方法、時期等を検討してください。 

 

 

〇身体拘束等の適正化の推進 

※訪問系サービスも新たに対象となっています。 

対象：【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、

施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援

Ｂ型、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、

福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 

※下記のうち、訪問系以外のサービスについて①は既に規定済で減算対象。②は令和４年度から義務

化済み、令和５年度から減算対象。 

※訪問系サービスについては①は令和３年度から、②は令和４年度から義務化済み。①、②とも令

和５年度から減算対象。 

 

 

 

 



①やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由その他必要な事項を記録すること。 

 

② 身体拘束適正化検討委員会の開催、指針の整備、研修を行うこと。 

 

 

 

〇感染症対策の強化   対象：全サービス （Ｒ6.3.31までは努力義務→Ｒ6.4.1より義務化） 

・感染対策委員会の開催、指針の整備、研修及び訓練の実施 

※厚生労働省「障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」等を参考にしてください。 

 

〇業務継続計画の策定  対象：全サービス （Ｒ6.3.31までは努力義務→Ｒ6.4.1より義務化） 

・業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施 

※厚生労働省「障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」

及び「障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」等を参考にしてください。 

 

〇障害者（児）虐待防止の推進  対象：全サービス （令和４年度より義務化済み） 

・虐待防止委員会の開催、研修実施、虐待防止のための責任者の設置 

（上記の他、「虐待防止のための指針」を作成することが望ましい。） 

 

〇ハラスメント対策の取組  対象：全サービス （令和４年度より義務化済み） 

・ハラスメントにより職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化、相談に対応す

るために必要な体制の整備等 

 

６.業務管理体制の確認検査について 

 

 すべての障害福祉サービス事業者等は、法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられています

（障害者総合支援法第 51条の 2※指定障害福祉サービス事業者等の場合）。福祉政策課では、実地指導等の

際に法令遵守責任者などから話を聞きながら、届出のあった業務管理体制の整備、運用状況について有

効に機能しているかを確認します。 

※確認検査は、事業所等が豊橋市内にのみ所在する事業者に実施します。 

 

・以下の内容等について自己点検をして下さい。 

※「業務管理体制自己点検シート」（福祉政策課ＨＰ＜実地指導＞）も活用して下さい。 

身体拘束を行っていない場合でも、上記②の取組（委員会・指針整備・研修）を

どれか１つでも実施していない場合は減算の対象となります。 

 



〇業務管理体制の届出をしているか、また届出事項に変更は無いか。 

〇法令遵守責任者は各事業所の法令遵守状況（人員配置、報酬算定要件等）を把握しているか。 

〇法令遵守責任者は職員に対し定期的にコンプライアンス教育を実施しているか。 

 

７.令和５年度重点指導事項 

 

以下について重点的に確認を行います。 

 

 〇適正な人員配置 

 〇算定要件に基づく適正な報酬請求 

 〇サービス計画に基づく利用者等支援の状況 

 〇障害者虐待防止及び身体拘束等の適正化への取組状況 

 〇令和３年度報酬改定の対応状況 

 〇前回実地指導の指摘事項の改善状況 

 

◇実地指導のない年も自己点検シートを用いる等して定期的に基準・報酬について自主点検をお願いし

ます。 

 

 

福祉政策課からの実地指導実施通知は、実施月の概ね１月前に発出しています。 

 実地指導を受けるに当たっての留意事項や事前提出資料については、ＨＰをご覧ください。 

 

アドレス：https://www.city.toyohashi.lg.jp/6255.htm 

             

                        で 

 

検索 豊橋市 実地指導     


